
預金の状況 貸出金の状況

自己資本の状況

損益の状況 経営効率

地域におけるシェア 指定金融機関

信用金庫法開示債権および金融再生法開示債権の状況

9,820億円
前年度比168億円（1.74％）増加

残高 旭川地区の預金シェアは４割を超え、
地域の皆さまからご信頼をいただい
ています。

3,350億円
前年度比67億円（2.05％）増加

残高 コロナ禍で苦しむ事業者さまの伴走
支援に徹底的に取り組んでいます。

17.15％ 金融機関の健全性を示す基準となる
水準（国内基準４％）を大きく上回って
います。

当期純利益は11億29百万円計上し
ました。安定した収益体質の構築に努
めています。

2.62％不良債権比率

不良債権残高

自己資本比率

自己資本の額

11億29百万円当期純利益

旭川地区シェア

●旭川市内ではトップの金融機関です
　市内全預金の４割以上が当金庫にお預けいただいています
　 ※ゆうちょ銀行、農業協同組合など一部金融機関は含まれていません。

●旭川市をはじめ8市町村の指定金融機関です
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留萌 比布 愛別

上富良野
中富良野
富良野

南富良野

占冠

帯広

岩見沢

札幌

旭川

（2023年3月末現在）

当金庫
他6金庫
銀行（4行）
信組（2信組）

2.0% 2.0%

37.3%

14.4%

46.2% 54.9%

13.9%

28.9%
預　金 貸出金

　 旭川市、富良野市、比布町、愛別町、上富良野町、中富良野町、南富良野町、
占冠村の８市町村と旭川医科大学の指定金融機関です。

万全な不良債権処理を行い、健全経
営を貫いています。

　職員のスキルアップのために、通信講座受講や検定試験等を推奨
し、合格者や修了者には受験料の全額補助を、また公的資格等の取
得に対する奨励金の支給を行っています。

主な公的資格取得者数
中小企業診断士
宅地建物取引士
ＦＰ１級・ＣＦＰ
ＦＰ２級

10名
26名
13名
247名

証券アナリスト
農業経営アドバイザー
第二種衛生管理者
医業経営コンサルタント

3名
11名
4名
1名

公的資格取得に対する支援

　各種研修の実施やくらしに関するさまざまな勉強会を開催し、職員のスキルアップやライフプランの提
案など各種課題解決力の向上に努めています。
　関連部署が連携した営業店サポートチームが主体となった「合同トレーニー」により、若手職員のレベル
アップに努めています。

各種研修・勉強会の開催

　当金庫では仕事に対するモチベーションの向上、組織の活性化等を図ることを目的に、自らのキャリア
を考えるキャリア・コンサルティング制度を導入しています。希望者は当金庫内部、もしくは外部のコンサ
ルタントを選択して、キャリア・コンサルティングを受けられ、多くの職員が利用しています。

キャリア・コンサルティング制度

　当金庫では、ワーク・ライフ・バランスを図るため不要な残業の削減と有給休暇の取得を推進しています。
　時間管理を徹底し、年間の平均退店時間を早める工夫をしています。これにより、帰宅後の家族や友人との時間・自己研鑽の時間が、より多く持
てるようになりました。
　このほか、５連続休暇を含む休暇取得計画を各部店が年度当初に作成し、有給休暇の取得推進にも努めています。

ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)

　2008年８月から、パート職員(サポートスタッフ)の希望・勤続年数・能力・勤務態度等に基づく、正職員への登用制度を開始しています。

パート職員の正社員への登用制度

　配属先以外の先輩職員（メンター）が、新入職員（メンティ）の職場
内での不安・悩みや問題の解決を援助して職場生活をサポートする
役割を果たし、双方が成長することを目的としてメンター制度を行っ
ています。
　メンター活動を通じて、職員間のネットワークが広がり、職場全体
が活性化することをめざしています。

メンター制度
　時間や場所を選ばずに、いつでもどこでも学習でき、
受講者個人にとって必要なことを学べる場の提供として、
ｅラーニング・システムを導入しています。学習の場の提
供だけでなく、金庫内のニュース動画や庫内報なども掲
載して、金庫内の情報の共有化を図っています。

ｅラーニング・システム

　｢一般事業主行動計画」を策定し、女性の活躍を推進しています。
　また、出産を希望する女性職員が安心して出産・子育てを経て職場復帰ができるように、産前産後休暇および育児休暇の制度を設け、女性が長
く働ける職場環境整備を進めています。

女性が活躍できる雇用環境の整備を行うために、３つの目標を掲げています。

職場での理解が進み、制度の利用者が増加しています。
2022年度まで累計で23名（職員18名、サポートスタッフ5名）が制度を利用しました。

上級管理職の女性人数を現在の5名から8名にする

女性の融資・得意先係および本部への配属を現在の28名から33名にする。

入庫10年間の女性職員定着率を現在の69％から70％にする

●一般事業主行動計画（2022年４月１日～2025年３月３１日）

●産前産後休暇・育児休暇の取得

女性の活躍推進

目標1

目標2

目標3

2023年３月末現在

2023年３月末現在

2023年３月末現在

6名

35名

66.18％

当金庫
2021年度 2021年度 2022年度

（単位：億円）役職員一人当たりの預金高
●全国トップクラスの生産性です

道内平均 全国同規模
信金平均

信金業界
平均

21
23
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9

23.91

15.0615.15
17.71

23.52

2020年度 2021年度 2022年度
8,500

9,500

10,000

9,000

9,8209,820

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

9,6529,652

9,4029,402

2020年度 2021年度 2022年度

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

3,3503,2833,2833,3673,367

718 00億 百万円

750.00
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30%

15%

0%

707.64

17.53%

718.00

17.15%

697.92
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（単位：億円・％） （単位：億円・％）

88 3億 百万円
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直近単体財務諸表

（負債及び純資産の部）
（単位：百万円）

科　目 2021年
３月末

2022年
３月末

2023年
３月末

預金積金 937,364 963,104 982,086 
当座預金 26,705 27,523 26,625 
普通預金 469,657 502,469 538,351 
貯蓄預金 5,537 5,742 6,061 
通知預金 476 691 880 
定期預金 412,249 402,080 391,276 
定期積金 14,443 13,782 12,648 
その他の預金 8,293 10,813 6,242 

譲渡性預金 2,930 2,180 －
借用金 42,500 52,000 15,000 

借入金 42,500 52,000 15,000 
債券貸借取引受入担保金 － － 56,151 
その他負債 2,260 2,089 990 

未決済為替借 160 140 173 
未払費用 118 79 72 
給付補填備金 4 3 2 
未払法人税等 570 374 245 
前受収益 73 73 95 
払戻未済金 38 81 75 
払戻未済持分 － － 42 
職員預り金 220 241 238 
金融派生商品 1,011 1,002 －
その他の負債 61 92 44 

賞与引当金 238 242 241 
役員賞与引当金 11 11 14 
役員退職慰労引当金 99 113 127 
睡眠預金払戻損失引当金 246 202 196 
偶発損失引当金 134 112 108 
繰延税金負債 121 － －
債務保証 610 619 681 
負債の部合計 986,515 1,020,674 1,055,597 
出資金 2,336 2,256 2,182 

普通出資金 2,336 2,256 2,182 
利益剰余金 67,839 69,026 70,065 

利益準備金 2,368 2,336 2,256 
その他利益剰余金 65,471 66,689 67,808 

特別積立金 64,200 65,300 66,600 
当期未処分剰余金 1,271 1,389 1,208 

処分未済持分 － △ 1 △ 1
会員勘定合計 70,176 71,280 72,245 
その他有価証券評価差額金 1,600 △ 1,658 △ 6,299
評価・換算差額等合計 1,600 △ 1,658 △ 6,299
純資産の部合計 71,776 69,622 65,945 
負債及び純資産の部合計 1,058,292 1,090,296 1,121,543 

貸借対照表
（資産の部）

（単位：百万円）

科　目 2021年
３月末

2022年
３月末

2023年
３月末

現金 5,979 6,069 6,954 

預け金 413,773 445,942 462,861 

買入金銭債権 789 1,080 582 

金銭の信託 3,509 5,145 5,289 

有価証券 289,248 294,300 299,199 

国債 98,425 89,589 101,715 

地方債 54,189 45,366 35,546 

社債 58,821 70,954 70,445 

株式 1,855 1,973 2,228 

その他の証券 75,956 86,416 89,264 

貸出金 336,777 328,343 335,081 

割引手形 561 509 677 

手形貸付 13,053 12,261 15,237 

証書貸付 303,616 297,056 300,189 

当座貸越 19,546 18,515 18,977 

その他資産 5,666 5,743 6,004 

未決済為替貸 102 104 116 

信金中金出資金 4,293 4,293 4,293 

前払費用 2 2 1 

未収収益 1,136 1,151 1,294 

金融派生商品 － － 177 

その他の資産 131 190 120 

有形固定資産 6,324 6,346 6,491 

建物 2,437 2,512 2,365 

土地 3,117 3,117 3,117 

建設仮勘定 0 － 5 

その他の有形固定資産 769 716 1,002 

無形固定資産 136 132 157 

ソフトウェア 116 111 137 

その他の無形固定資産 20 20 20 

前払年金費用 627 718 831 

繰延税金資産 － 980 2,715 

債務保証見返 610 619 681 

貸倒引当金 △ 5,151 △ 5,125 △ 5,306

(うち個別貸倒引当金） （△ 4,677）（△ 4,700）（△ 4,676）

資産の部合計 1,058,292 1,090,296 1,121,543 

注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

明日をひらく 旭川しんきんレポート
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（単位：百万円）

科　目 2020年度 2021年度 2022年度

経常利益 1,903 1,975 1,544 

特別利益 0 0 0 

固定資産処分益 0 0 0 

特別損失 34 21 8 

固定資産処分損 20 21 8 

減損損失 13 － －

税引前当期純利益 1,869 1,954 1,536 

法人税、住民税及び事業税 679 530 367 

法人税等調整額 11 144 39 

法人税等合計 691 674 406 

当期純利益 1,177 1,279 1,129 

繰越金（当期首残高） 93 109 79 

当期未処分剰余金 1,271 1,389 1,208 
注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　２．子会社との取引による費用総額　501,357千円
　３．出資１口当たり当期純利益　　　255円16銭
　４．当事業年度における顧客との契約から生じる収益は、1,224,206千円であります。
　５．収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会計方
　　  針とあわせて注記しております。

剰余金処分計算書
（単位：千円）

科　目 2020年度 2021年度 2022年度

当期未処分剰余金 1,271,121 1,389,452 1,208,891
積立金取崩額 31,670 80,588 73,776

利益準備金限度超過取崩額 31,670 80,588 73,776
剰余金処分額 1,193,303 1,390,247 1,187,280

普通出資に対する配当金（年４％） 93,303 90,247 87,280
特別積立金 1,100,000 1,300,000 1,100,000

繰越金（当期末残高） 109,488 79,793 95,387
注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2023年6月7日開催の第87回通常総代会で承認を得た貸借対照表､損
益計算書および剰余金処分計算書は､信用金庫法第38条の2第3項の
規定に基づき､｢有限責任あずさ監査法人｣の監査を受けております｡

2022年度における貸借対照表、損益計算書および剰余金処分計算書(以
下、「財務諸表」という。)ならびに財務諸表作成に係る内部監査等につい
て適正性・有効性等を確認しております。
　2023年６月8日　　　　　　　 旭川信用金庫

理事長　武 田 智 明

損益計算書
（単位：百万円）

科　目 2020年度 2021年度 2022年度
経常収益 10,046 9,439 9,609 

資金運用収益 7,718 7,705 7,822 
貸出金利息 4,569 4,505 4,488 
預け金利息 500 546 579 
有価証券利息配当金 2,547 2,551 2,652 
その他の受入利息 100 101 101 

役務取引等収益 1,450 1,228 1,235 
受入為替手数料 629 502 455 
その他の役務収益 820 725 780 

その他業務収益 261 321 340 
国債等債券売却益 169 216 232 
国債等債券償還益 － 0 4 
その他の業務収益 92 104 104 

その他経常収益 615 182 211 
償却債権取立益 0 6 170 
株式等売却益 307 85 8 
金銭の信託運用益 105 － 19 
その他の経常収益 202 90 13 

経常費用 8,143 7,463 8,065 
資金調達費用 92 63 57 

預金利息 87 58 50 
給付補填備金繰入額 2 1 0 
譲渡性預金利息 1 1 0 
借用金利息 0 0 0 
債券貸借取引支払利息 － 1 4 
その他の支払利息 1 1 1 

役務取引等費用 568 557 558 
支払為替手数料 97 64 41 
その他の役務費用 471 492 516 

その他業務費用 522 657 1,546 
外国為替売買損 90 44 616 
国債等債券売却損 0 129 188 
国債等債券償還損 426 475 732 
その他の業務費用 5 7 9 

経費 5,504 5,671 5,595 
人件費 3,175 3,153 3,167 
物件費 2,172 2,300 2,198 
税金 157 217 228 

その他経常費用 1,455 513 308 
貸倒引当金繰入額 962 308 217 
株式等売却損 392 118 6 
金銭の信託運用損 19 54 59 
その他資産償却 0 － －
その他の経常費用 81 32 26 
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勢

理事会

常務会  ＡＬＭ委員会

リスク管理委員会

統合的リスク管理

市場リスク管理

経営企画部

経営企画部
信用リスク管理
経営企画部
金融支援部

事務リスク

事務システム部

システムリスク

事務システム部

風評リスク その他オペリスク

各担当部

法務リスク

経営企画部

人的リスク

人事部

有形資産リスク

経営企画部

流動性リスク管理
経営企画部

自己資本管理
経営企画部

顧客保護等管理
経営企画部

課題解決推進部
金融支援部
事務システム部

リスク管理態勢の検証
内部監査部

オペレーショナル･リスク管理
経営企画部
(統括)

リスク管理態勢について
　当金庫では、経営の健全性を維持するため、リスク管理を経営の最重要課題として位置づけ、各種リスク状況を正確に
把握し、適切にコントロールできるリスク管理を実施しております。
　当金庫は、「リスク管理の基本方針」および「リスク管理規程」を制定し、毎年度、リスク管理の具体的な実践計画として、

「リスク管理プログラム」を策定し、適時見直すことによりリスク管理態勢の充実を図っております。
　また、経営に重大な影響を与えるリスク情報は、すみやかに経営陣へ報告する態勢をとっております。

●リスク管理態勢図

●リスクの分類

統合的リスク管理
直面するリスクを総体的に捉え、統合的なリスク管理を行うために、リスク管理委員会を設置しております。統合
的リスクの管理対象は、「市場リスク」「信用リスク」「流動性リスク」「自己資本」「顧客保護等」「オペレーショナル・
リスク」としております。

市場リスク管理 金利、有価証券の時価、為替、オフ・バランス項目も含んだ資産の時価の把握など、さまざまな動向をつねに注
視し、健全な資産・負債のバランス、収益体質の維持・管理の充実を図っております。

信用リスク管理
貸出資産の健全性を維持するために、審査部門による厳正な審査を行う一方、資産査定部門による資産の自己
査定にもとづき、資産の健全性保持に努めております。さらに貸出資産のみならず、信用リスクを有する資産お
よびオフ・バランス項目（市場取引を含む）について、そのリスク管理を実施しております。

流動性リスク管理 金融環境の変化に対応するため、つねに適正な資金バランスを維持し、適正な支払準備資産を確保しておりま
す。また、適切な資金繰り管理のため、資産運用の内容、調達の状況等に常時配意しております。

自己資本管理 自己資本の充実に関する施策を実施し、自己資本充実度の評価および自己資本比率の算定を実施しております。

顧客保護等管理
お客さまからの信頼を第一と考え、法令等を遵守し継続的な改善に努め、お客さま情報の機密性・正確性の確
保に努めております。また、お客さまの知識、経験および財産の状況をふまえた適切な情報提供と商品説明を
行うために、説明責任態勢の整備・充実に努めております。

オペレーショナル･リスク管理 事務、システム、風評、その他オペレーショナル・リスクの各リスクを管理しております。

リスク管理態勢
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0

リスク資本総額
71,190

一般貸倒引当金
424

配賦可能資本
45,100

不配賦資本
26,090 オペレーショナル・リスク
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3,790 信用リスク

6,000

市場リスク
34,000

1,310

市場リスク
36,142

オペレーショナル・リスク
信用リスク1,260

4,841

統合的なリスク量に関する事項
　当金庫では、自己資本の十分性を検証することを目的として、リスク資本配賦を行っております。
　業務から生じるリスクの顕在化に対する備えである自己資本を、リスク・カテゴリー毎に配賦し、リスク量のモニタリ
ングを通して自己資本の十分性を検証しています。

１．2022年3月末現在のコア資本に係る基礎項目の額を基準として、2022年度の配賦額を決定しております。
なお、2023年3月末現在のコア資本に係る基礎項目の額は72,789百万円となっております。

２．リスク資本配賦上の自己資本額（リスク資本総額）は、コア資本に係る基礎項目の額から一般貸倒引当金を除いた額としております。
３．すべてのリスクが顕在化した場合でも業務を継続するための備えとして、自己資本比率の6%相当額、自己資本比率算出上のコア資本に係る

調整項目および繰延税金資産の合計額を不配賦資本としております。
４．配賦可能資本は、業務を継続しながら損失を吸収し得る安定的な資本として、リスク資本総額から不配賦資本を差し引いた額としております。
５．計測不可能なリスク、計測対象外のリスク、および想定外のリスクに対する備え、並びに新たな戦略展開のための原資として、配賦可能資本か

ら各配賦額を差し引いた額を余裕配賦資本としております。
６．リスク量は、以下の方法により算出しております。

【市場リスク】
　市場リスクには銀行勘定の金利リスクと価格変動リスクがあり、相関関係を考慮して算出しております。
①銀行勘定の金利リスク
　預金、貸出金、預け金および有価証券等の資産と負債において金利変動により発生する予想損失額を統計的手法により算出しております。
②価格変動リスク
　有価証券等の市場運用における価格変動リスクであり、為替・株式市場の変動等による予想損失額を統計的手法により算出しております。
　観測期間1年、保有期間1年、信頼区間99％のVaRによる算出を採用しております。

【信用リスク】
　貸出における倒産確率の高低と非保全金額の大小を反映させた統計的手法により算出しております。

【オペレーショナル・リスク】
　1年間の粗利益に15％を乗じて得た額の直近3年間の平均値としております。

7．2023年3月末において市場リスク量が市場リスク配賦額を超過しましたが、統合リスク量全体では配賦可能資本内に収まっております。
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　当金庫は、地域金融機関として地域に根ざした金融機関業務を行っており、一般企業にも増して社会的使命と公
共性が高く、より高いレベルのコンプライアンスが求められていると認識し、コンプライアンスを経営の最重要課題
としてとらえております。
　当金庫は、「法令等遵守方針」および「コンプライアンス規程」を制定し、またコンプライアンス推進の具体的な実
践計画として、「コンプライアンス・プログラム」を毎年度策定しております。本部には、コンプライアンス委員会や統
括部署を設置し、各部店にはコンプライアンス責任者を任命するとともに、内部監査部門による業務全般にわたる
検証を行っております。
　コンプライアンス・マニュアルを全役職員に配付し、勉強会や研修会を繰り返し実施するなど、コンプライアンス
に対する意識の浸透・定着を図っております。
　経営の透明性と健全性保持のため、常勤監事等による監査を日常的に実施しております。員外監事制度を取り入
れているほか、外部監査法人である「有限責任あずさ監査法人」の厳正な監査を受けるなど、監査体制を強化してお
ります。たえず顧問弁護士とも連携をとり、法令等遵守精神の一層の徹底を進めております。
　また、「個人情報保護宣言(プライバシーポリシー)」を定め、役職員への教育を行うとともに、組織的安全管理措置
を講じております。

法令等遵守方針
１．信用金庫のもつ社会的責任と公共的使命を常に自覚し、責任ある健全な業務運営の遂行に努めます。
２．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範に決してもとることのない、誠実かつ公正な業務運営

を行います。
３．法令等遵守を徹底することが、社会からの信頼を揺るぎないものとするうえでの当然の基本原則であると

とらえ、役職員一人ひとりが、日々の業務運営の中で着実に実践していきます。
４．法令等遵守の着実な実践を確保するため、内部管理基本方針に則った適切な内部管理態勢を確立し、自立

と自覚に支えられた風通しの良い組織風土を築き上げます。
５．経営者は、法令等遵守の徹底を自らの責務と自覚し、危機の発生を未然に防止する態勢を整備します。
６．問題となる行為等が発見・指摘された場合には、事実の隠蔽や解決の遅延がリスクの拡大に直結すること

を強く認識し、経営者自らの責任において、実態解明と原因究明を行い、迅速な問題解決と徹底した再発
防止に努めます。

７．お客さま情報の取り扱いには細心の注意を払い、情報漏洩等の防止に向けた安全管理体制を構築します。
８．物品・サービスの購入、システムの発注等にあたっては、公正な市場ルールと適正な商習慣に従って誠実に

取引を行います。
９．行政とは健全かつ正常な関係を構築・維持し、公務員等に対し、不当な利益等の取得を目的として贈答や

接待は行いません。
10．社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除します。
11．日頃から適切な事務処理に徹し、お客さまとの意志疎通を十分に図り、トラブル等の未然防止に努めます。

反社会的勢力に対する基本方針
　当金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し、断固たる態度で関係を遮断するため、以
下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。

１．反社会的勢力との関係を遮断し、不当要求に対しては断固としてこれを拒絶します。
２．反社会的勢力による不当要求に対しては、役職員の安全を確保しつつ組織として対応します。
３．反社会的勢力に対しては、資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。
４．反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、弁護士などの外部の専門機関と緊密な連携関係を

構築します。
５．反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で

対応します。

コンプライアンス態勢
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個人情報保護宣言 ( プライバシーポリシー )
　当金庫は、お客さまからの信頼を第一と考え、お客さまの個人情報および個人番号（以下「個人情報等」といいます。）の適切な保護と利用を図るために、個人情報
の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年５月31日法律第27
号）および金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守するとともに、その継続的な改善に努めま
す。また、個人情報等の機密性・正確性の確保に努めます。

　本プライバシーポリシーにおける「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって
「住所・氏名・電話番号・生年月日」等、特定の個人を識別することができる情報（他の情報
と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができるものを含みま
す。）、または「個人識別符号」が含まれる情報をいいます。
　なお、個人識別符号とは、以下のいずれかに該当するもので、政令等で個別に指定された
ものをいいます。

（1）  身体の一部の特徴をコンピュータ処理できるよう変換したデータ（顔・静脈・声紋・指紋
認証用データ等）

（2）  国・地方公共団体等により利用者等に割り振られる公的な番号（運転免許証番号、パス
ポート番号、個人番号等）

（1） 個人情報等の取得
　当金庫は、あらかじめ利用の目的を明確にして個人情報等の取得をするとともに、偽
りその他不正の手段により個人情報等を取得することはありません。
　また、金庫業務の適切な業務運営の必要から、お客さまの住所・氏名・電話番号、性別、生
年月日などの個人情報の取得に加えて、融資のお申込の際には、資産、年収、勤務先、勤続
年数、ご家族情報、金融機関でのお借入れ状況など、金融商品をお勧めする際には、投資に
関する知識・ご経験、資産状況、年収などを確認させていただくことがあります。
お客さまの個人情報は、
①預金口座のご新規申込書等、お客さまにご記入・ご提出いただく書類等に記載されて

いる事項
②営業店窓口係や得意先係等が口頭でお客さまから取得した事項
③当金庫ホームページ等の「お問い合わせ」等の入力事項
④各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供される事項
⑤その他一般に公開されている情報
　等から取得しています。

（2） 個人情報等の利用目的
　当金庫は、次の業務において、次の利用目的のために個人情報等を利用し、それ以外
の目的には利用しません。個人番号については、法令等で定められた範囲内でのみ利用
します。また、お客さまにとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、取
得の場面に応じ、利用目的を限定するよう努めます。   
　お客さま本人の同意がある場合、もしくは法令等により開示・提供が求められた場合
等を除いて、個人情報を第三者に開示・提供することはございません。

Ａ．個人情報（個人番号を含む場合を除きます）の利用目的
(業務内容)
①預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務
②公共債・投信販売業務、保険販売業務、金融商品仲介業務、信託業務、社債業務等、法

令により信用金庫が営むことができる業務およびこれらに付随する業務
③その他信用金庫が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取り扱いが

認められる業務を含む）
(利用目的)
①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
②法令等に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用いただく資格

等の確認のため
③預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため
④融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判

断のため
⑥与信事業に際して当金庫が加盟する個人信用情報機関に個人情報を提供する場合

等、適切な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため
⑦他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等に

おいて、委託された当該業務を適切に遂行するため
⑧お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
⑨市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの

研究や開発のため
⑩ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため（お取引

解約・終了後に行うものも含みます。）
⑪提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
⑫各種お取引の解約・終了やお取引解約・終了後の事後管理のため
⑬その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため
(法令等による利用目的の限定) 
①信用金庫法施行規則第110条等により、個人信用情報機関から提供を受けた資金需

要者の借入金返済能力に関する情報は、資金需要者の返済能力の調査以外の目的
に利用・第三者提供いたしません。 

②信用金庫法施行規則第111条等により、人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯
罪経歴についての情報等の特別の非公開情報は、適切な業務運営その他の必要と
認められる目的以外の目的に利用・第三者提供いたしません。

Ｂ．個人番号の利用目的
①出資配当金の支払に関する法定書類作成・提供事務のため
②金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務のため
③金融商品取引に関する法定書類作成・提供事務のため
④金地金取引に関する法定書類作成・提供事務のため
⑤国外送金等取引に関する法定書類作成・提供事務のため
⑥非課税貯蓄制度等の適用に関する事務のため
⑦教育等資金非課税制度等に関する法定書類作成・提供事務のため
⑧預金口座付番に関する事務のため
上記の利用目的につきましては、当金庫のホームページの他、店頭掲示のポスター等で
もご覧いただけます。

（3） ダイレクト・マーケティングの中止
　当金庫は、ダイレクトメールの送付や電話等での勧誘等のダイレクト・マーケティング
で個人情報を利用することについて、お客さまから中止のお申出があった場合は、当該
目的での個人情報の利用を中止いたします。中止を希望されるお客さまは、下記の当
金庫相談窓口までお申出ください。

１．個人情報とは  

２．個人情報等の取得・利用について

　当金庫は、お客さまの個人情報等について、利用目的の達成のために個人データを正確
かつ最新の内容に保つように努めます。

　お客さま本人から、当金庫が保有している情報について開示のご請求（第三者提供記録の
開示も含みます。）があった場合には、請求者がご本人であること等を確認させていただいた
うえで、遅滞なくお答えします。
　お客さま本人から、当金庫が保有する個人情報等の内容が事実でないという理由によっ
て当該個人情報等の訂正、追加、削除のご要望があった場合には、遅滞なく必要な調査を
行ったうえで個人情報等の訂正等を行います。なお、調査の結果、訂正等を行わない場合に
は、その根拠をご説明させていただきます。
　お客さま本人から、法令の定めるところにより、当金庫が保有する個人情報等の利用停止
または消去のご要望があった場合には、遅滞なく必要な調査を行ったうえで利用停止または
消去を行います。なお、調査の結果、利用停止または消去を行わない場合には、その根拠を
ご説明させていただきます。
　お客さまからの個人情報等の利用目的の通知ならびに個人情報等の開示および第三者
提供記録の開示のご請求については、所定の手数料をお支払いいただきます。
　以上のとおり、お客さまに関する情報の開示・訂正等、利用停止等が必要な場合は、下記
の当金庫相談窓口までお申出下さい。必要な手続についてご案内させていただきます。

３．個人情報等の正確性の確保について

４．個人情報等の利用目的の通知・開示・訂正等、
　利用停止等について

　当金庫は、お客さまの個人情報等の漏えい、滅失、または毀損の防止その他の個人情報
等の適切な管理のために必要な措置を講じます。
　当金庫における個人データの安全管理措置に関しては、当金庫の内部規程等に定めてお
りますが、主な内容は以下のとおりです。

（1）  個人データの適正な取り扱いの確保のため、関係法令・ガイドライン等を遵守するとと
もに、下記８．の相談窓口にて、個人データの取り扱いに関するご質問・相談および苦情
を受け付けています。

(2)  取得、利用、保管、移送、消去・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・取扱者およびその任務
等について定めています。

(3)  個人データの取り扱いに関する責任者を設置するとともに、個人データを取り扱う職員
および当該職員が取り扱う個人データの範囲を明確化し、法令等や内部規程等に違反
している事実またはそのおそれを把握した場合の報告連絡体制を整備しています。ま
た、個人データの取扱状況について、定期的に自己点検を実施するとともに、内部監査
部門による監査を実施しています。

(4)  個人データの取り扱いに関する留意事項について、職員に定期的な研修を実施しています。
(5)  個人データを取り扱う区域において、職員の入退室管理および持ち込む機器等の制限

を行うとともに、権限を有しない者による個人データの閲覧を防止する措置を実施して
います。また、個人データを取り扱う機器、電子媒体および書類等の盗難または紛失等
を防止するための措置を講じるとともに、当該機器、電子媒体等から容易に個人データ
が判明しないよう措置を実施しています。

(6)  アクセス制御を実施して、取扱者および取り扱う個人情報データベース等の範囲を限定し
ています。また、個人データを取り扱う情報システムを外部からの不正アクセスまたは不正
ソフトウェアから保護する仕組みを導入しています。

　当金庫は、例えば、次のような場合に、個人データの取り扱いの委託を行っています。ま
た、委託に際しましては、お客さまの個人情報等の安全管理が図られるよう委託先を適切に
監督いたします。
　勘定系・情報系システムの運用・保守に関わる業務
　出資配当金通知書等の作成・発送に関わる事務 
　ＡＴＭ機器の障害対応に関わる業務

　当金庫は、個人情報等の取り扱いに係るお客さまからの苦情処理に適切に取り組みます。
なお、当金庫の個人情報等の取り扱いに関するご質問・苦情の申し立てにつきましては、下
記の当金庫相談窓口までご連絡下さい。

　当金庫は、お客さまから同意を得て、個人データの第三者提供を行う場合には、あらかじ
め、提供先の第三者、当該第三者における利用目的、提供する個人データの項目等を明示
し、原則として書面（電磁的記録を含みます）にて同意をいただくこととします。
　また、その提供先が外国にある第三者の場合には、上記取り扱いに加え、法令等の定める
ところにより、あらかじめ、(1)提供する第三者が所在する外国の名称、(2)当該外国の個人
情報の保護に関する制度に関する情報、(3)提供先の第三者が講ずる個人情報の保護のた
めの措置に関する情報等について情報提供いたします。
　※同意の確認をする時点で、提供先の第三者が所在する外国が特定できない場合には、
特定できない旨およびその具体的な理由等について、また、提供先の第三者が講ずる個人
情報の保護のための措置について情報提供できない場合には、情報提供できない旨および
その理由等について情報提供します。
　事後的に提供先の第三者が所在する外国を特定できた場合には上記(1)、（2）の事項につ
いて、事後的に提供先の第三者が講ずる個人情報の保護のための措置等についての情報
提供が可能となった場合には上記(3)の事項について、お客さまのご依頼に応じて情報提供
いたしますのでお申出ください（ただし、当金庫の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼす
おそれがある場合等を除きます）。

５．個人情報等の安全管理について

６．委託について

8．個人情報保護に関する質問・苦情・異議の
　申し立てについて

７．個人データの第三者提供について

【個人情報に関する相談窓口】
旭川信用金庫　お客さま相談室
住　　所：〒070-8660　旭川市４条通８丁目
電話番号：0166-26-1161
Ｆ Ａ Ｘ：0166-25-8584
Ｅメー ル：ask311@asahikawa-shinkin.co.jp
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　旭川信用金庫は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策（以下「マネロン・テロ資金供与対策」という）を経営上の最重要課題の一つと
して位置づけ、国際社会の要請に応え、当金庫が犯罪資金の経路として利用されることのないようマネロン・テロ資金供与対策に関する方針を以
下のとおり明文化し、一元的な内部管理態勢を構築し、業務を遂行します。

１．組織態勢
(1)当金庫の最高意思決定機関である理事会は、マネロン・テロ資金供与対策の重要性を認識し、その対策に主体的かつ積極的に取り組みます。
(2)当金庫は、マネロン・テロ資金供与対策の責任者および統括部署を定めて一元的な管理態勢を構築し、関係部署連携のもと、組織全体で横

断的に対応します。
(3)当金庫は、マネロン・テロ資金供与対策に関して、金庫内の役割を明確にして、適宜適切な措置を講じることができる態勢を整備します。

２．リスクベース・アプローチに基づくマネロン・テロ資金供与対策
(1)当金庫は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与に関するリスクに対し、各種データを有効に活用し、リスクの特定・評価および各リス

クに応じたリスク低減措置を講じるなど、リスクベース・アプローチに基づく適切なリスク管理を実践します。
(2)リスクの特定・評価およびリスク低減措置については、定期的にその有効性を検証し、必要に応じ見直しを行います。
(3)特に外国人のお客さまとのお取引、海外へのご送金（仕向・被仕向）等については、適切な確認措置等を実施するなど、必要なマネロン・テロ

資金供与対策を講じます。
(4)適切なフィルタリング・取引モニタリングを実施し、疑わしいお客さまやお取引を的確に検知・監視・分析する態勢を整備します。

３．取引時の確認
　当金庫は、関係法令に基づいたお取引時の確認を実施するとともに、お客さまとお取引の内容、状況等を適切に管理し、反社会的勢力を含め、
自らが定める顧客管理を実施できないと判断した不適切なお客さまとのお取引等については、お取引の謝罪等のリスクの遮断に努めます。
４．疑わしい取引の届け出

(1)当金庫は、疑わしい取引を適宜適切に検知できる態勢を整備します。
(2)当金庫は、疑わしい取引を検知した時は、直ちに当局に届出を行います。
(3)当金庫は、疑わしい取引の届出について、適宜適切に対応するため、役職員に対し、関係法令・事務基準・事例資料等に基づき継続的な研修

を行い、スキル向上に努めます。
５．経済制裁および資産凍結
　国内外の規制等に基づき、制裁対象者との取引関係の排除、資産凍結等の措置を適切に実施します。
６．研修等の実施
　当金庫は、全役職員に対して、その役割に応じて必要かつ適切な研修等を継続的に実施し、組織全体としてマネロン・テロ資金供与対策への理
解を深め、役職員の専門性・適合性等の維持・向上を図ります。
７．遵守状況の検証
　当金庫は、マネロン・テロ資金供与対策に関する諸施策の遵守状況・実効性を定期的に検証し、必要に応じて改善を行い、継続的に態勢整備に
努めます。

●内部通報制度
　当金庫では、金庫内での不正行為や法令違反行為などの発生またはその恐れのある状況を知った役職員等が直接通報することができる内部
通報窓口を設置しています。
　窓口で受付した通報については、通報者を保護したうえで、十分な調査・検討を行い、適切に処理しています。

　当金庫は、お客さまからの信頼を第一と考え、個人データの適切な安全管理を図るために、個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日
法律第57号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年５月31日法律第27号）および金融分野にお
ける個人情報保護に関するガイドライン、その他の個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守するとともに、その継続的な改善に努めます。

１．個人データとは
　個人情報データベース等を構成する個人情報をいいます。
２．個人情報データベース等とは
　個人情報を含む情報の集合物であって、次のものをいいます。

① 特定の個人情報をコンピューターを用いて検索できるように体系的に構成したもの
② ①に掲げるもののほか、含まれる個人情報を一定の規則に従って整理することにより特定の個人情報を容易に検索することができるよう

に体系的に構成した集合物であって、目次、索引、符号その他検索を容易にするためのものを有するもの 
３．個人データの安全管理の基本方針
　当金庫は、お客さまの個人データの漏えい、滅失、または毀損の防止その他の個人データの安全管理のため安全管理措置を講ずることを基
本方針とします。
　また、個人データの安全管理に係る基本方針は、継続的に改善をおこなって参ります。
４．安全管理措置に関する質問および苦情処理の窓口
　当金庫は、個人データの安全管理措置に関する質問およびお客さまからの苦情処理に適切に取組みます。なお、当金庫の個人データの取扱
いに関するご質問・苦情の申し立てにつきましては、下記の当金庫お客さま相談室までご連絡下さい。

【個人データに関する相談窓口】
旭川信用金庫　お客さま相談室
住　　所：〒０７０－８６６０　　旭川市４条通８丁目
電話番号：０１６６－２６－１１６１
Ｆ　Ａ　Ｘ：０１６６－２５－８５８４
Ｅメー ル：ask311@asahikawa-shinkin.co.jp

●マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に係る基本方針

●個人データの安全管理に係る基本方針
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●くらしの課題解決に関する基本方針
　旭川信用金庫は2017年に「お客さまの資産形成・資産運用に関する基本方針」を制定し、当金庫の経営理念・経営姿勢に基づき、当金庫の企
業文化であるホスピタリティ精神のもと、お客さま本位の業務運営を推し進めてまいりました。
　本方針の理念は資産形成・資産運用の分野以外にも適用してまいりましたが、今般、方針名称と内容を改正し、お客さまのさまざまな課題への
解決提案に対し、より一層幅広く適用することを明確にします。
　なお、今後も取組状況については定期的に確認・公表し、方針自体も適宜見直しを行います。
※当金庫は金融庁が制定した「顧客本位の業務運営に関する原則」に示されたすべての原則（注釈部分含む）について採択しています。

【お客さま本位のコンサルティング】
１．ご提案に際しては、お客さまの最善の利益を意識し、ご資産の状況、お取引の目的、リスクに関する考え方、そして将来に向けてのライフプラ

ン等を踏まえ、さまざまな課題の解決に向けた最適なご提案を行います。
２．商品やサービスのご利用開始後も、投資環境やお客さまのニーズ、ライフプランの変化等に応じ、必要な情報の提供とコンサルティングを継

続します。
３．お客さまのさまざまなニーズや課題の解決にお応えできるように、厳選した商品やサービスをラインナップします。なお、取扱商品等の採用に

際しては、利益相反等、お客さまの不利益に十分留意し、当金庫の規程に則った審査を行います。
【お客さまにご提供する情報の充実とわかりやすい説明】
１．各商品やサービスの特性や仕組み、リターンやリスク等について、お客さまのお取引経験や金融に関する知識、および提供する情報の複雑さ

や重要性の度合いを踏まえ、わかりやすい表現で丁寧にご説明します。
２．ご提案に際しては、提案商品やサービスの選定理由や提案理由についても併せてご説明します。
３．お客さまにご負担いただく手数料や各種の費用について、それがどのようなサービスの対価なのかも含め、しっかりとご説明します。
４．お客さまが複数の商品やサービス、ご購入方法等から選択される際は、それぞれの手数料や仕組み、制度の違い、メリット・デメリット等、適切

にご検討、ご判断いただける情報を提供します。
【お客さま本位のくらしの課題解決を実践するための態勢】
１．高い専門性と倫理観の保持に努め、誠実・公正に業務を行い、お客さまの最善の利益を追求する姿勢とホスピタリティ精神を企業文化として

育み、末永くお取引いただけるよう、お客さま本位の良質な商品やサービスを提供します。
２．お客さまへの適切な情報をご提供できるよう、各種の研修等を通じ、職員のスキルアップを図ります。
３．利益相反の可能性のある提案が行われることのないように、適切な業績評価の仕組みを構築し、お客さまの多様なニーズやご意向を踏まえ

た、お客さま本位のコンサルティングを実現します。

●金融商品に係る勧誘方針
　当金庫は、「金融サービスの提供に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘の適正の確保を図ることとします。
１． 当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品説

明をいたします。
2． 金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な判断をしていただくた

めに、当該金融商品の「重要事項」について説明をいたします。
3． 当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知識

の向上に努めます。
4．当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘はおこないません。
5．金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

　当金庫は「顧客保護等管理方針」を定め、お客さまの保護を重視する取り組みを進めております。

１．お客さまとの取引に際しては、法令等に従い金融商品の説明および情報提供を適切に実施します。
２．お客さまからの相談・苦情等には適切に対応します。
３．お客さまに関する情報については、法令等に従い適切に取得し安全に管理します。
４．外部委託先の顧客情報等管理の適切性確保に努めます。
５．利益相反管理方針に基づき、顧客の利益が不当に害されることのないよう利益相反の管理を適切に行います。

●顧客保護等管理方針
お客さま保護等管理態勢

●利益相反管理方針
　当金庫は、信用金庫法および金融商品取引法等を踏まえ、お客さまとの取引にあたり、本方針および当金庫が定める庫内規則に基づき、お客
さまの利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相反管理」という。）し、もってお客さまの利益を保護するとともに、お客
さまからの信頼を向上させるため、次の事項を遵守いたします。
１．当金庫は、当金庫および株式会社旭信ビジネスサービス（以下「当金庫等」という。）が、お客さまと行う取引を対象として利益相反管理を行います。
２．当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象とします。
（1） 次に掲げる取引のうち、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引

①当金庫等が、契約等に基づく関係を有するお客さまと行う取引
②当金庫等が、契約等に基づく関係を有するお客さまと対立または競合する相手と行う取引
③当金庫等が、契約等に基づく関係を有するお客さまから得た情報を不当に利用して行う取引

（2） ①から③のほか、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
３．当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げる方法その他の方法を選択し、またこれらを組み合わせることにより管理します。
（1） 対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
（2） 対象取引またはお客さまとの取引の条件または方法を変更する方法
（3） 対象取引またはお客さまとの取引を中止する方法
（4） 対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客さまに適切に開示する方法

４．当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置および責任者の配置を行い、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理を
一元的に行います。また、当金庫は、利益相反管理について定められた法令および庫内規程等を遵守するため、役職員等を対象に教育・研修
等を行います。

５．当金庫は、利益相反管理態勢の適切性および有効性について定期的に検証します。
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住　　所：〒070-8660　旭川市４条通８丁目
電話番号：0166-26-1161　ＦＡＸ：0166-25-8584　ｅメール：ask311@asahikawa-shinkin.co.jp
受付時間：9:00 ～ 17:00（当金庫営業日）
受付媒体：電話、手紙、面談、ｅメール

住　　所：〒060-0005
札幌市中央区北５条西５-２-５

電話番号：011-221-3273
受付日時：9:00 ～ 17:00（信用金庫営業日）
受付媒体：電話、手紙、面談

住　　所：〒103-0028
東京都中央区八重洲１-３-７

電話番号：03-3517-5825
受付日時：9:00 ～ 17:00（信用金庫営業日）
受付媒体：電話、手紙、面談

旭川信用金庫 お客さま相談室

北海道地区しんきん相談所
( 一般社団法人北海道信用金庫協会 )

全国しんきん相談所
( 一般社団法人全国信用金庫協会 )

　当金庫は、お客さまからの相談・苦情・紛争等（以下「苦情等」という。）を本支店または課題解決推進部お客さま相
談室（以下「お客さま相談室」という。）で受け付けております。
　当金庫のほかに、(社)北海道信用金庫協会が運営する「北海道地区しんきん相談所」ならびに(社)全国信用金庫
協会が運営する「全国しんきん相談所」(以下「しんきん相談所」という。)など、他の機関でも相談・苦情等のお申し出
を受け付けています。詳しくはお客さま相談室へご相談ください。

●苦情処理措置

　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記お客さま相談室またはしんきん相談所にお申し出があれば、札
幌弁護士会の紛争解決センター、もしくは東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会(以下「東京三弁護
士会」という。)の仲裁センター等にお取り次ぎいたします。
　また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。

　なお、東京三弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さまにもご利用いただけます。その際には、お客さまの
アクセスに便利な東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京以外の弁護士会において東京の弁護士会とテ
レビ会議システム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移す方法（移管調停）があります。ご利用いただけ
る弁護士会については、あらかじめ、前記「東京三弁護士会、しんきん相談所または当金庫お客さま相談室」にお尋ねください。

●紛争解決措置

名 称 札幌弁護士会
紛争解決センター

東京弁護士会
紛争解決センター

第一東京弁護士会
仲裁センター

第二東京弁護士会
仲裁センター

住 　 所
〒060-0001
札幌市中央区北1条西10丁目
札幌弁護士会館2階
札幌法律相談センター内

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

電 話 番 号 011-251-7730 03-3581-0031 03-3595-8588 03-3581-2249

受 付 日
時 　 間

月～金(祝日、年末年始除く)
9:00～12:00
13:00～16:00

月～金(祝日、年末年始除く)
9:30～12:00
13:00～15:00

月～金(祝日、年末年始除く)
10:00～12:00
13:00～16:00

月～金(祝日、年末年始除く)
9:30～12:00
13:00～17:00

金融ADR制度への対応



１　当金庫のＤＸの取り組み
　2022年4月にＤＸ戦略室が創設されました。当金庫のＤ
Ｘ、お取引先のＤＸ支援、地域のＤＸ支援という３つの柱で活
動しています。まずは当金庫のＤＸが中心となりますが、今
後はケイエールというデジタルサービスを活用しながら、お
取引先のＤＸ支援にも力をいれていきます。

２　ＤＸ人財の育成
　通信講座「ＩＴパスポート講座」を必修化、国家資格「ＩＴパ
スポート」を推奨資格にしました。また、2022年度は経済産
業省が運営するマナビＤＸ現場研修プログラムに受入企業
として参加しました。
　今後も、ＩＴに関する基本的な知識の習得を促すとともに、
ＤＸに関する国の施策を活用しながらＤＸ人財の育成に取
り組んでいきます。

３　ケイエール
　中小企業の皆さまと旭川信用金庫をつなぐデジタルサー
ビスです。複数口座をまとめて一括管理することができ、
資金繰り管理が効率化される他、インボイス制度に対応し
た適格請求書の発行や、電子帳簿保存法に対応した請求
書・領収書の保存が可能となります。

ＤＸへの挑戦

26

明日をひらく 旭川しんきんレポート

ト
ピ
ッ
ク
ス

　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」および「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイド
ライン』の特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借り入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯
に対応するため、「経営者保証に関する取組方針」を以下のとおり策定しています。同取組方針に基づき、経営者保
証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同
ガイドライン等の記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

2023年4月
各　位

旭川信用金庫

　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）の趣旨や内容を踏まえ、同ガイド
ラインを融資慣行として浸透・定着していくために、以下のとおり取り組みます。

１．お客さまが融資等資金調達のお申込みをした場合、当金庫では、お客さまのガイドライン要件の充足や経営状況
等を総合的に判断する中で、経営者保証を求めない可能性や経営者保証の機能を代替する融資手法を活用する
可能性について、お客さまの意向を踏まえたうえで検討いたします。

２．上記の検討を行った結果、経営者保証を求めることがやむを得ないと判断し、経営者保証を提供いただく場合、
当金庫はお客さまの理解と納得を得ることを目的に、保証契約の必要性等に関する丁寧かつ具体的な説明を行
います。

３．経営者保証の提供を受ける場合、お客さまの資産及び収入の状況、融資額、信用状況、情報開示の姿勢等を総合
的に勘案して、適切な保証金額の設定に努めます。

４．お客さまから既存の保証の変更・解除等の申入れがあった場合は、ガイドラインに即して改めて経営者保証の必
要性や適切な保証金額等について真摯かつ柔軟に検討を行うとともに、その検討結果について丁寧かつ具体的
な説明を行います。

５．事業承継時には、原則として前経営者、後継者の双方から二重で経営者保証は求めないこととし、例外的に二重
に保証を求めることが必要な場合には、丁寧かつ具体的な説明を行います。

   また、後継者に当然に保証を引き継いでいただくのではなく、その必要性を改めて検討いたします。

６．お客さまからガイドラインに基づく保証債務整理の申し出を受けた場合には、ガイドラインに即して誠実に対応い
たします。

※2023年４月からの取り組みをお知らせいたします。

●経営者保証に関する取組方針および「経営者保証ガイドライン」の活用状況

「経営者保証ガイドライン」の活用状況は５ページ下段をご覧ください。
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